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第１章　調査概要

Ⅰ．調査目的

平成 13 年度の調査研究において、女性のライフコース選択の多様化と子育て意識等につ

いて把握したが、本年度は、子育て家庭における支援ニーズとその背景を、「少子化対策

プラスワン」の枠組にのっとった形で、把握することを目的とした。

Ⅱ.調査方法・対象、調査内容

本調査研究は、アンケート調査、グループインタビュー調査の２つの手法を用いて行っ

た。以下にそれぞれの調査方法・対象について示す。

１．アンケート調査

（１）調査対象

 ①未就学児父母調査

未就学児を持つ 2,000 世帯の父母（内訳：父親 2,000 名、母親 2,000 名）。

 ②中高生調査

中学生及び高校生 1,200 名。

（内訳：中学生・男女　各 300 名、高校生・男女　各 300 名）

（２）調査方法

モニターへの郵送配布・郵送回収調査。

＜モニター母集団の特性＞

・株式会社生活情報センターに登録しているモニター。

・全国３万世帯、10 万人。うち、未就学児のいる世帯：3,556 世帯。中高生のいる

世帯：3,655 世帯。

・モニターの募集は、全国紙・主要地方紙等を通して行っている。さらに、応募者

の中から住民基本台帳人口比率にあわせて、各属性ごとに無作為抽出した人のみ

をモニターとして一定期間登録している。
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（３）抽出方法

大都市（東京特別区・政令指定都市）、中都市（大都市以外の 15 万人以上の市）、小

都市（15 万人未満の市）、町村の４ランクの都市規模別に、人口比率にあわせてサンプ

ルを無作為に抽出。

（４）調査内容

 ①未就学児父母調査

ア 属性

イ 子育てについての考え方

ウ 仕事と子育ての両立

エ 配偶者・パートナーについて

オ 地域での生活

カ 子育て支援サービスについて

 ②中高生調査

ア 属性

イ 日常生活の状況

ウ 就労・結婚・育児に関する意識について

エ 両親について

オ 生活の満足度について

（５）調査期間

　2003 年１月 23 日～2003 年２月４日

（６）回収状況

 ①未就学児父母調査

・回収数：1,765 世帯　　回収率：88.3％

 ②中高生調査

・回収数：1,010 名　　回収率：84.2％
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２．グループインタビュー調査

現在、未就学児の子育てを行っている家庭の子育て支援ニーズを把握するため、実際の

サービス利用者とサービス提供者の双方を対象として、それぞれ６名程度のグループイン

タビュー調査を、東京・大阪で実施した。

（１）調査対象

以下の３タイプの訪問先を設定し、東京と大阪にて、Ａ～Ｃそれぞれ１グループずつ

インタビューを実施した。１グループあたり６名～７名程度の参加を得た。

　Ａ．保育サービス（保育園）利用者

　Ｂ．子育て支援サービス（子育て支援センター、児童館での親子教室等）利用者

　Ｃ．子育て支援サービス（乳幼児の親子の広場、相談）提供者

（２）調査内容

調査内容は、Ａ～Ｃの各グループに合わせて項目を設定した。

グループＡ（保育サービス利用者）、Ｂ（子育て支援サービス利用者）については、

下記の項目について調査した。

   ①サービスの利用状況（利用時間・サービス内容 等）

   ②サービス利用目的・子育ての悩み

   ③サービスを利用した効果（利用してよかったこと）

   ④サービスに対する不満（使い勝手・改善要望 等）

   ⑤他に利用したいサービス・あればよいと思うサービス

   ⑥行政への要望

グループＣ（子育て支援サービス提供者）については、下記の項目について調査した。

   ①活動を開始した経緯・活動内容

   ②利用者のニーズ（サービス利用目的・活動に対する要望 等）

   ③サービス提供上の課題

   ④今後の活動意向（サービス内容・規模・運営形態 等）

   ⑤行政への要望
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Ⅲ.調査実施体制

本調査は、委員会を設置し、以下の体制で調査の実施を行った。

（委員 五十音順。敬称略）

委員長 岩男　壽美子 武蔵工業大学環境情報学部 教授

委　員 網野　武博 上智大学文学部社会福祉学科 教授

奥山　千鶴子 ＮＰＯ法人「びーのびーの」 代表

高橋　重郷 国立社会保障・人口問題研究所 人口動向研究部長

田中　茂 世田谷区生活文化部 参事

脇坂　明 学習院大学経済学部 教授

事務局 中村　 夫 厚生労働省雇用均等・児童家庭局 総務課長

吉岡　てつを 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課

少子化対策企画室長

加門　清 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課

少子化対策企画室　室長補佐

竹中  大剛 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課

少子化対策企画室 計画係長

矢島　洋子 ＵＦＪ総合研究所研究開発本部　研究員

鈴木　陽子 ＵＦＪ総合研究所研究開発本部　研究員

山田　美智子 ＵＦＪ総合研究所研究開発本部（大阪）　研究員

宗像　慎太郎 ＵＦＪ総合研究所研究開発本部　研究員

中里　しのぶ ＵＦＪ総合研究所研究開発本部　研究員
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